
前回の会議の振り返り

資料１

令和３年３月２４日
第3回三沢市中小企業振興会議



【ステップ１】

議事録より、各委員からの発言内容を整理
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各委員からの発言内容（現状・課題・方策） (1/6）
○女性が働くことができるように支援はしているものの、子どもを預ける際、預け先と勤め先の始業時間が同じであることで預けること
ができず、結果短時間労働を選んでしまうという方が実際にいる。
→「ワーキングママ支援」。職場に遠慮してしまうという声もあったので、少しでも働きやすい環境を考えてもらえたらと思っている。

○三沢市の一番良いところである他の市町村と差別化ができる国際交流と部分が、イベント等では周知されているが働く場でもあるという
部分が周知されていない。それもあって海外や県外に行ってしまうという部分がある。
→沢山英語使う場所があるというのをもっと宣伝し、また体験できる場があればよい。米軍基地の中はひとつの街になっている。学校や商店
があり、日本人でも働ける場所がある。非常に多くの通訳・翻訳業務があるが、なかなか周知されていない。また、英会話や通訳を養成
できるような場があってもよいのではないか。

○三沢市は日本各地から転勤で人が多くやってくる場所。
→滞在先である三沢市の良いところのアピール方法として「ポケモンGO」、「マンホールの蓋カード」等。

○若年者の定着支援について。就職しても新入社員が１名だけであると、新入社員同士で話すということができない。
→毎月会議や研修があれば、新人同士である程度思いを交流できる場所となり、もう少し定着に繋がっていくのではないか。

○ICTの活用が遅れている。コロナ禍でICT活用が加速化している。
→どんどん進めて行かなければならない分野である。

○原燃に近いため非常に出張者が多く、コロナ禍前はホテルの空きがないことについて。
→コロナ後の地域活性化策として、何軒かのホテルを回って乗客を拾い、観光地を回るバスも手ではないか。

○空き店舗補助金について。空家の取り壊しはあるが、空き店舗の取り壊しがない。一方通行は昔ながらの商店街で、未だに解体されて
いない店舗が多い。
→取り壊さない原因として費用面の問題やアスベストの問題がある。補助金の枠を広げて、空き店舗も取り壊しの対象にするなど。イベント
等での空き店舗を利用するなど。

○Wi－Fi環境がある貸ブースや貸事務所等、仕事ができる環境を求めている人が非常に多い。三沢駅は朝7時から夜7時まで。
→市外から来ている人も多くいるので、シェアオフィスのようなものを市で提供することも検討しては。

○各市町村でいろいろな事業をやっていても、それが周知されるのがなかなか難しい。
→三沢市でもまちに特化した仕組みを作り、これを挙げてもらえると、日本の中でも三沢市というまちがアピールできる。

○高校生について。先日、市内企業が三沢商業で行う講話に出席。三沢に高校は2校しかなく、三沢高校は普通高校でほとんどが進
学。三沢商業も3クラスしかなく、実は商業も進学が多い。今は就職しても1年で辞めてしまうことがあるが、その後のフォローで高校はどう
か。

○奨学金の話でむつ市で行っている奨学金は、地元事業者と連携し、地元就職を前提としたもの。

○知的障がいの子が増えてきて受け入れる学校は足りなくなってきており、七戸や八戸の是川の学校はもう一杯で、八戸南高校が対応し
ていると聞いたことがある。通わせるのも大変なので、学校のある地域に住むということにもなる。障がいもずっと続いていくものであるので、こ
この支援を手厚くするというのも一つの案だと考えている。

野村委員
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○三沢市における高校卒業後の進路について。地元の高校を卒業した後の進路が、進学で市外に出るか、就職するかになっている。
→市内での進学という選択肢を設けられないか。専門学校の誘致、あるいはサテライト教室の開設など。

○デジタル化を含めたコロナ禍における働き方の見直しについて。コロナ禍に限らず、これからの地方では働き手の確保が難しくなるの
で、さらなる生産性の向上が求められている。
→DX、デジタル技術による業務やビジネスの変革、あるいはBCP、事業継続計画、こちらの浸透を進めて、三沢市全体で働き方改
革に取り組んではどうか。

○三沢市の産業全体が、基地関連や原燃関連に依存している。
→今後は周辺地域との連携を強化するなどして、産業振興への新しい発想力を養っていくのはどうか。

○現状分析資料の7ページ目、「ここ３年間、男女ともに流出が上回っている」、その中で「女性の方が流出超過の数が大きい」という
話があった。特に「20代未満及び20代の流出が多い」という部分について教えていただきたい。
→（市）基本的にはやはり進学と就学時点ということで、20歳前後の段階で流出が多いということは各地方の小さい市であれば共
通することだと思われる。おそらく三沢市の場合は、地域の特性として、自衛隊の転入が多いということがある。自衛隊となると、やは
り男性の方が多い。ということで、三沢市の場合は女性より男性の人口が、就職時に戻ってくることが多いと考えている。

○宿泊のところが雇用調整助成金の使用が思ったほど少ないとあった。多分それは工事関係者の動きがそこまでインパクトを与えていなかっ
た可能性があるのではないかと思っている。観光といった面ではもしかすると宿泊業はダメージを受けているのかもしれないが、原燃関係の
工事は止めることができないので、ビジネス、特に工事関係者というところの宿泊が、そこまで大きなダメージを与えなかったのだと感じてい
る。

○障がいをお持ちのお子様のお母さん、ご家族の方が適した環境に移り住むといった事例から考えると、次に可能性があるのはLGBTの
方々。
→今パートナー制度を導入することで、そういった方々が住みよい街であるということで呼び込むといった方法もあるのではないか。

○女性の流出について。三沢に高校が２校しかないというところが20代の女性の流出に繋がっているのではないかと推測している。むつ市
では奨学金の制度だとか、青森大学かどこかのサテライト教室を導入したというのが報道されていた。
→大学をここに作るというのはかなり資金も必要であり、当然それに係る教員も集める必要がある。それであれば、既存のそういった大学と、
うまく交流しながら、例えば三沢にいながら県外の大学の授業を受けることができるとなったら、県外への流出に対する歯止めのひとつにな
るのではないか。

○青森に限らず地方では、女性が流出して結果戻ってこないという部分がある。田舎独特の排他的な雰囲気を女性の方がより強く感じる
ので、それで地元に戻ってきにくい、きたくない、というケースもかなり多いという調査研究もあったので、そういう意味でも、女性の立場という
話になってしまうが、女性が働きやすい、生活しやすい環境を整えてあげるというのが非常に重要かと思う。

○20代から40代の前半までが所謂出産適齢期と言われているが、ここのボリュームも今はかなり少なくなっている。そもそも出産適齢期の
女性が少ない中で、一人あたりの女性が、３人４人産まなければならないのかということになると、私ももう出産適齢期を後半にきている
人間なので、大変心が痛い。もちろん子どもが産まれることはすごくありがたいし、それを望みたくなる気持ちも分かるが、産みたくても産めな
い人、産まないという選択をした人、女性にもいろんな人生がある。もうちょっとそこを皆さんに考えていただく必要があるのではないかと個人
的には思う。

保坂委員

各委員からの発言内容（現状・課題・方策） (2/6）
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○非常に出張者が多く、コロナ禍前はなかなかホテルが取れない状態。星野リゾートの観光客も、海外からの方も非常に多くて、観光の拠
点として、三沢市から色々なところに観光客が派生していくのではと思っている。
→周辺の地域も含めてコロナ禍の後活性化できるような支援策が必要。

○女性の育児負担という点で。当社も非常に小さいお子様をお持ちの女性の勤務者が多く、今回もやはり年末、私どもは２９日まで
稼働するが、学校側が休みに入るので、そういう方から申し出があり、出勤時間を遅らせる等の対応もしている。
→淋代地区、細谷工業団地の辺りに保育所や託児所があればありがたい。

○人口減少について。今後も日本の人口は減ってくると思っている。
→子育てをしやすい環境にしなければいけないのだろうと思っているが、フランスでは20歳くらいまでの学校授業料免除といった施策で出生
率が増えたといった話がある。思い切った施策をしないと人口減少には歯止めはかからないと個人的には思っている。

○人手不足について。当社も外国人の実習生を4年前から受け入れており、会社全体では80数名、三沢だけでも今24，5名いる。今
は農家、養豚業でも、ベトナム人が多いが、そのような方を受け入れていかないと、日本の第一次産業には人が来ない。

○当社も毎年募集をかけているが、高校生はなかなか採用するのは難しい。来年新卒の方を採用するためにもう2次募集までしているが、
なかなか定員まで集まらない。IT関連の会社を希望する方々が多いという気がしている。我々のように肉体労働が多いようなところは敬
遠されがちなので、人材確保の面では、今後は海外の方にどうやって日本を選んでいただけるかということが課題である。

村松委員

○コロナ以前から国はIT活用が進められてきたが、ICT化が遅れておりコロナ禍で中小企業がすぐにリモートやテレワークに着手出来
なかったのではないか。
→デジタル活用は避けて通れない。

○人口減少は日本全体でも課題として大きなものである。とはいえ、このような状況に立ち向かっていかなければならない。やはり若い方が
地元に残っていただくことにポイント。
→今新型コロナウイルスの関係で地方に目が向いているわけなので、何とか三沢市に残っていただくために、親含め家庭や学校で、本音で
話し合う場を設けてもらえると、若い方々が、三沢市に魅力を持つきっかけになるのではないか。若い方々は三沢市にとって貴重な人材な
ので、大切に三沢市に残したいという思いを我々も発信していきたい。

片山委員

各委員からの発言内容（現状・課題・方策） (3/6）

○若い方の就職した後定着させるための試みについて。中小企業者の場合、採用されても同期がいないということがある。三沢の中
小企業の場合、なかなか新採用された方は孤立しがち。
→知恵を出して、費用もそれほどかからないような催しや仕組みを作ることは非常におもしろい。

○観光客について。三沢市に限らず青森県全体でインバウンドなどの観光客が入ってくることで商売をしている方がいて、かなりの経済規模
である。あと1年はコロナの影響は続くのかなと思っている。
→新型コロナウイルスの流行が収束した時点で考えるのではなく、収束したあとを想定して、どういった施策を打っていくかという視点が必要。
今できることを、収束してからスタートできる施策や考え方を見据えながら取り組むことができればと考えている。

中村委員
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○事業承継。国でも重要な課題として取り組んでおり、県の方でも支援に力を入れていこうとしている。うまくバトンタッチするには５年
１０年という⾧い期間が必要だと言われているが、なかなか進んでいないというのが現状。
→三沢市としても体制を検討したらどうか。新たな事業計画の策定、経営計画の見直しへのサポート、あるいはコンサルタント等に係る
コストに関する支援を検討してはどうか。国で事業承継補助金というものがあるが、新しい取り組みが必要な補助金なので、なかな
か使いづらい。市独自の補助金、助成金等を設けることも検討してはどうか。

○まちづくりに関して。大町銀座商店街は、シャッター街であるのが現状。
→空き店舗改装補助金について、集約して支援した方が、中心市街地の活性化につながるのではないか。

○人口減少について。事業所の減少や需要が減少することの根本的な理由は人口減少にある。UIターンを考えてもただのパイの取り合い
となる。
→出生率が高いとされているが、県や日本でもトップリーダーとなるような、切れ目のない支援ができればよい。「女性の働きやすさ」も教育の
充実もいろいろな支援や取組が必要になってくる。

新井山委員

→短期的に行うべきことと、⾧期的に行うべきことを分けて取り組むべき。

○中学校の生徒たちが自分で考えて行動を起こした。各企業でも「考えて行動できる人」が求められている。
→⾧期的な視点で教育を。

○人口減少について。実際人口が増えるか増えないかは、女性が子どもを産むか産まないかであるので、女性が産みやすい環境を作る必
要があると思われる。女性活躍が進んでいるが、女性にとっての大変さが出てくるため、申し訳ないという気持ちが出る。
→安心感があって子供を産める環境になるように何かやれることはないか。時間がかかっても何らかの取組を行っていくことが必要。

○（高校生の就職について）2年くらい前に、十和田工業の1，2年生と話をする機会があり、その時に聞いた生徒の意見では、ほと
んどが都会に行きたいとのものであった。行きたいという思いは変えられないと思っている。そこから帰ってきたときにこういった企業があ
ればいいという話になればと思っている。

○求人について。求職している方が、ここの企業の中仕事と外仕事の割合はどうかという聞き方をするようである。外７で中３だと答えると、
じゃあいいですという風になってしまう。外で仕事をしたくないようで。
→それは早く仕事から帰るということが目的になっていて、働くにあたっての人生の目標のようなものがないから、そういったところに目的を置い
てしまうのかなと思っている。子どもたちが夢を持てるような教育が必要だと思っている。

○人口減の予測は、5年前の第1期戦略のものと今回のものと合っているか?
→（市）少しだけ予測よりもよくなっている。ただ、まだ劇的に回復しているというものではなく、傾向としては大きく変わってはいない状態で
ある。

久保委員

各委員からの発言内容（現状・課題・方策） (4/6）

○新しい生活様式に対応するための事業者の課題がある。
→新たな事業計画の策定、経営計画の見直しへのサポート、あるいはコンサルタント等に係るコストに関する支援を検討してはどうか。笹委員
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○人口問題について2017年、2018年に社会減が大きく減少した要因について興味がある。
→社会減が大きく減少した要因について分析して、中小企業でできることは何かというものを編み出す作業があればよい。

○三沢市の宿泊業と飲食サービス業の比率が高いということを初めて知った。そうすると、今回の新型コロナウイルスによる影響も、三沢市
が一番ダメージも大きいということにもなろうかと思われる。

○建設業の分野にもAmazon等が入ってきているなど、グローバルの波にどんどん押されている状況。
→過去のデータの話ではなく今後の事業形態の変更（企業や業態としての在り方の変容）を行政の主導をもってやっていかなけれ
ばならない。5Gによってどのようなビジネスが出てくるか、未来像を語ってもいいのでは。それにより若い人が参入する機会ができる。

附田委員

○「若者の定着促進」という部分で、三沢市の場合高校卒業後の進路が地元就職しかない、という現状。選択肢を広げる、大学や専門
学校の誘致ができないかという視点だが、かなり興味を持った。若い人材を流出させないという点ではひとつの手段となると思われる。
→むつ市において、短大が誘致され、さらに２年後には４年制の大学がくるという報道もある。中小企業の振興に貢献できるという知識や
技能を身につけられるような学校が誘致できないか、将来的に考えてもよいのでは。

○働き方改革・地元企業への定着について。職場環境の改善となると、やはり若い人の敬遠しがちな⾧時間労働だとか、有給が取得
できないといったことを是正していくというところが大事。
→時間外労働の上限規制や、有給休暇の付与の義務化というところで法整備されたが、国が掲げている働き方改革も中小企業にも
浸透させていくことが、職場環境の改善を図る上で大きなポイント。今後若者だけでなくて高齢者、外国人誰でも働きやすい職場環
境を整備し、職場環境を整備することによって生産性を上げ、賃金の引上げに繋がる。このことを地元企業の方々に浸透させていく
ことを、市としても取り組んでほしい。

○新卒者の確保について。我々も学校を回って話をしているが、なかなか難しい状況である。
→まだまだ地元企業のことを生徒に伝えることができていない状況なので、ハローワークとしても各学校を回って伝えていきたい。

○三沢は飲食と宿泊が多く、その分コロナの影響も多く受けた点について。コロナの影響を受けて雇用調整助成金を活用した会社が全部
で69社あり、このうち多いのが飲食サービス業であるが、宿泊業の方は4件程度。割合の大きさの割には、三沢市の場合さほど影響は受
けていなかったと思っている。
→ダメージが少なかった要因はどこにあるのかという点を深めていきたい。

○（今の就職を控えた高校生の志向はどのようなものであるか?）毎年ハローワークでは、卒業して就職した方々にアンケート（三沢管
内の高校を卒業して地元企業に就職した生徒を対象）をとっている。決して地元志向が少ないわけではなく、地元に自分の希望にあっ
たものがあれば就職したいという意向が強い。今の求人の内容で重要視している点が、自分の時間が持てるかどうかという点。やはり⾧時
間労働だと敬遠したいとか、休日が不安定だと避けたいといった傾向が強い。人間関係で苦慮する場合が多いが、意外と相談相手はい
るといった結果が出ており、相談はできているが、実際の職場のコミュニケーションの部分で難があれば、離職に至ってしまうということだと
思っている。

○（就職以外の選択肢について）
→大学の誘致が難しいのであれば、専門学校など、地元の企業に根差したものなどを検討されてもいいのではないか。

田村修委員

各委員からの発言内容（現状・課題・方策） (5/6）
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○「ワーキングママ支援」について。我が社でも産休明けの社員がおり、子どもを預ける場合は9時以降でなければならないとか、場合
によってはお昼までしか預けられないといったことがあり、実家等お世話できる環境がない方の場合、大変な問題になる。
→三沢市で働いていただく方を増やすために、我々企業側もそういった環境を整えるという意味で、就業規則といったルールを作ってい
るが、このような現状に対してのバックアップ等に取り組んでいかなければと思っていた。我々企業側でそのような環境づくりができる
ように取り組んでいく必要がある。

○高卒採用について。ここ3年くらいはとっておらず、話を聞いてみるとやはり中央の方に行きたいといった話があった。給料の面でも地元とは
差があるので、その点も非常にあるような気がしている。

○人口減の話で、三沢市は減少率が低いとの話だが減少している。それをプラスにもっていくために、我々企業とすれば雇用の面が大き
い。
→まずは何とか外に出ないようにしたい。全国に例のないような三沢市独自の取組をできるようになれば面白いと思っている。それができる
と、最終的には住みたい、産みたい、育てたい街になるのではないか。

花田委員

○新型コロナウイルス感染症は元の生活までもう１年くらいかかるのではないか。

○感染症の影響により、仕事が激減して悩んでいる方々がたくさんいる。
→職を失った人を企業間で支援できるシステムを作れないか。

○人と実際に会って情報交換する場が減ってしまい、人と人との繋がりが希薄になってしまった。
→人の繋がり・地域の繋がりを絶やさないように地域内で互いに支え合う「相互扶助」

○三沢ロータリークラブでは、家計が苦しくて勉強したくてもお金がない人たちに奨学金を渡している。その子たちと意見交換をしたとこ
ろ、中には親がいることもあってこの町に就職したいという子もいるが、いざ就職活動をしてみると、やはり三沢近隣の中小企業の受
け皿が狭く、就職したくてもできなかったので仕方なく仙台や東京などに就職することになったという方もいた。
→地元の企業も、地元の求職者を受け入れられるだけの体力が必要であることと、三沢市独自の魅力あるまちづくり、魅力ある仕組
みづくりをして、建物を建ててみたり、未来のビジョンを設計したりすることが魅力あるまちづくりにつながる。正のスパイラルをこのまちに
巻き起こしていかなければ進まないのだと痛感した。

稲川委員

○中小企業振興会議において雇用確保がいつも問題視されてきた。特に如実に直面している人口減少を念頭に置くべき。

○収束の見込みが立たない新型コロナウイルスの感染拡大は、まさに中小企業振興という面から逆行した状況。
→これまで実施してきた中小企業振興会議で提言された施策がどの程度の効果があるのか検証するべき。検証した結果を捉えて、また新
型コロナウイルスの影響も含めて考えて、どういったものがより効果があるのかということの早期検証が必要。

○最大の問題は人口減少が懸念されているということ。このまま放置していればこのまま加速度的に人口減少が進んでしまうという懸
念は抱いている。

○新型コロナウイルスの影響もあって、人と人との直接的なコミュニケーションが通常時に比べ、少なくなってしまった。地方は特に、コミュニ
ケーション不足が人口減少の一つの大きな要因であろう。
→地域として住みやすい環境、お隣同士の付き合い等を含めた地域内でのコミュニケーションをより多くとる活動自体が肝要。

月舘委員

各委員からの発言内容（現状・課題・方策） (6/6）
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【ステップ２】

各委員からの発言をもとに地域の現状・課題を整理
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＜人口減少への対応の必要性＞
○人口減少は日本全体でも課題として大きなものである。とはいえ、このような状況に立ち向かっていかなければならない。やはり若い方が地元に残って
いただくことがポイント。（片山委員）
○今後も日本の人口は減ってくると思っている。思い切った施策をしないと人口減少には歯止めはかからないと個人的には思っている。（村松委員）
○事業所の減少や需要が減少することの根本的な理由は人口減少にある。UIターンを考えてもただのパイの取り合いとなる。（新井山委員）
○三沢市は減少率が低いとの話だが減少している。それをプラスにもっていくために、我々企業とすれば雇用の面が大きい。まずは何とか外に出ないよう
にしたい。全国に例のないような三沢市独自の取組をできるようになれば面白い。（花田委員）
○中小企業振興会議において雇用確保がいつも問題視されてきた。特に如実に直面している人口減少を念頭に置くべき。（月舘委員）
○最大の問題は人口減少が懸念されているということ。このまま放置していればこのまま加速度的に人口減少が進んでしまうという懸念は抱いている。
（月舘委員）

＜社会減（若い世代、女性の流出）への対応＞
○基本的には進学と就職のため、20歳前後の段階で流出が多い。地方であれば共通することだと思われる。おそらく三沢市の場合は、地域の特性と
して、自衛隊の転入が多いということがある。自衛隊となると、やはり男性の方が多い。ということで、三沢市の場合は女性より男性の人口が、就職時
に戻ってくることが多いと考えている。（事務局）
○三沢に高校が２校しかないというところが20代の女性の流出に繋がっているのではないかと推測している。（保坂委員）
○青森に限らず地方では女性が流出して結果戻ってこないという部分がある。田舎独特の排他的な雰囲気を女性の方がより強く感じるので、それで
地元に戻ってきにくい、きたくない、というケースもかなり多いという調査研究もあったので、そういう意味でも、女性の立場という話になってしまうが、女性
が働きやすい、生活しやすい環境を整えてあげるというのが非常に重要かと思う。（保坂委員）
○知的障がいの子が増えてきているが、受け入れる学校が少なくなったり受入れ人数が一杯となってきているため、通わせるのも大変で家族で学校のあ
る地域に移転して住むということにもなる。（野村委員）
○障がいをお持ちのお子様のご家族が適した環境に移り住むといった事例から考えると、次に可能性があるのはLGBTの方々。（保坂委員）
○2017年、2018年に社会減が大きく減少した要因について興味がある。社会減が大きく減少した要因について分析して、中小企業でできることは
何かというものを編み出す作業があればよい。（附田委員）
○高校卒業後の進路の選択肢を広げる、大学や専門学校の誘致ができないかという視点にかなり興味を持った。若い人材を流出させないという点で
はひとつの手段となると思われる。（田村修委員）
○高校生の就職以外の選択肢について、大学の誘致が難しいのであれば、専門学校など、地元の企業に根差したものなどを検討するのもよい。（田
村修委員）
○三沢ロータリークラブの奨学金の子たちと意見交換をしたところ、三沢での就職を希望していたが、いざ就職活動をしてみると、三沢近隣の中小企業
の受け皿が狭く、就職したくてもできなかったので仕方なく仙台や東京などに就職することになったという方もいた。（稲川委員）

＜三沢特有の構造＞
○米軍基地が一つの街になっており、通訳・翻訳業務で日本人でも働ける場所が多くある。しかし、十分に周知されていない。（野村委員）
○三沢市は日本各地から転勤で人が多くやってくる場所。（野村委員）
○三沢市の産業全体が、基地関連や原燃関連に依存している。（保坂委員）
○非常に出張者が多く、コロナ禍前はなかなかホテルが取れない状態。星野リゾートの観光客も、海外からの方も非常に多くて、観光の拠点として、三
沢市から色々なところに観光客が派生していくのではと思っている。（村松委員）

①人口減少・
社会減関連

各委員からの発言をもとに地域の現状・課題を整理 (1/5）
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＜地元高校生の採用＞
○三沢に高校は2校しかなく、三沢高校は普通高校でほとんどが進学。三沢商業も3クラスしかなく、実は商業も進学が多い。（野村委員）
○高校卒業後の進路については、地元の高校を卒業した後の進路が、進学で市外に出るか、就職するかになっている。（保坂委員）
○十和田工業の生徒の意見では、ほとんどが都会に行きたいとのものであった。行きたいという思いは変えられないと思っている。そこから帰ってきたときに
こういった企業があればいいという話になればと思っている。（久保委員）
○むつ市で行っている奨学金は、地元事業者と連携し、地元就職を前提としたもの。（野村委員）
○新卒者の確保に向け我々も学校を回って話をしているが、なかなか難しい状況である。まだまだ地元企業のことを生徒に伝えることができていない。
（田村修委員）
○毎年ハローワークでは、三沢管内の高校を卒業して地元企業に就職した生徒を対象にアンケートを実施。決して地元志向が少ないわけではなく、
地元に自分の希望にあったものがあれば就職したいという意向が強い。今の求人の内容で重要視している点が、自分の時間が持てるかどうかという
点。やはり⾧時間労働だと敬遠したいとか、休日が不安定だと避けたいといった傾向が強い。人間関係で苦慮する場合が多いが、意外と相談相手は
いるといった結果が出ており、相談はできているが、実際の職場のコミュニケーションの部分で難があれば、離職に至ってしまうということだと思っている。
（田村修委員）
○高卒採用はここ3年くらいはとっておらず、話を聞いてみるとやはり中央の方に行きたいといった話があった。給料の面でも地元とは差があるので、その
点も非常にあるような気がしている。（花田委員）

＜若者の就職後の定着＞
○就職しても新入社員が１名だけであると、新入社員同士で話すということができない。（野村委員）
○就職しても1年で辞めてしまうことがあるが、その後のフォローをどこがするか。高校はできているか。（野村委員）
○若い方の就職した後定着させるための試みについて。中小企業者の場合、採用されても同期がいないということがある。三沢の中小企業の場合、な
かなか新採用された方は孤立しがち。（中村委員）

＜地域企業における人材の確保＞
○当社も外国人の実習生を4年前から受け入れており、会社全体では80数名、三沢だけでも今24、5名いる。今は農家、養豚業でも、ベトナム人が
多いが、そのような方を受け入れていかないと、日本の第一次産業には人が来ない。（村松委員）
○毎年募集をかけているが、高校生はなかなか採用するのは難しい。来年新卒の方を採用するために2次募集までしているが、なかなか定員まで集ま
らない。IT関連の会社を希望する方々が多いという気がしている。我々のように肉体労働が多いようなところは敬遠されがちなので、人材確保の面で
は、今後は海外の方にどうやって日本を選んでいただけるかということが課題である。（村松委員）
○中学校の生徒たちが自分で考えて行動を起こした。各企業でも「考えて行動できる人」が求められている。（久保委員）
○求職している方が、ここの企業の中仕事と外仕事の割合はどうかという聞き方をするようである。外７で中３だと答えると、じゃあいいですという風に
なってしまう。外で仕事をしたくないようだ。（久保委員）
○職場環境の改善となると、若い人が敬遠しがちな⾧時間労働や有給が取得できないといったことを是正していくというところが大事。今後若者だけで
なくて高齢者、外国人誰でも働きやすい職場環境を整備することによって生産性を上げ、賃金の引上げに繋がる。（田村修委員）

②人材の確
保・働き方改
革関連

各委員からの発言をもとに地域の現状・課題を整理 (2/5）
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＜女性が働きやすい環境づくり＞
○実際人口が増えるためには、女性が産みやすい環境を作る必要がある。各企業で女性活躍が進み、子どもを預けたりする「大変さ」がある。（久保
委員）
○20代から40代の前半までが所謂出産適齢期と言われているが、ここのボリュームも今はかなり少なくなっている。出産適齢期の女性が少ない中で、
産みたくても産めない人、産まないという選択をした人、女性にもいろんな人生があり、もうちょっと皆さんに考えていただく必要がある。（保坂委員）
○女性が働くことができるように支援はしているものの、子どもを預ける際、預け先と勤め先の始業時間が同じであることで預けることができず、結果短時
間労働を選んでしまうという方が実際にいる。（野村委員）
○当社も非常に小さいお子様をお持ちの女性の勤務者が多く、年末29日まで稼働するが、学校側が休みに入るので、そういう方から申し出があり、出
勤時間を遅らせる等の対応もしている。（村松委員）
○我が社でも産休明けの社員がおり、子どもを預ける場合は9時以降でなければならないとか、場合によってはお昼までしか預けられないといったことがあ
り、実家等お世話できる環境がない方の場合、大変な問題になる。三沢市で働いていただく方を増やすために、我々企業側もそういった環境を整え
るという意味で、就業規則といったルールを作っているが、このような現状に対してのバックアップ等に取り組んでいかなければと思っていた。我々企業側
でそのような環境づくりができるように取り組んでいく必要がある。（花田委員）

各委員からの発言をもとに地域の現状・課題を整理 (3/5）

②人材の確
保・働き方改
革関連
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＜コロナ禍でデジタル化・ICT活用の遅れが露呈＞
○コロナ以前から国はICT活用が進められてきたが、ICT化が遅れておりコロナ禍で中小企業がすぐにリモートやテレワークに着手出来なかったのではな
いか。（片山委員）
○ICTの活用が遅れている。コロナ禍により世の中のICT活用が加速化している。（野村委員）
○デジタル化を含めたコロナ禍における働き方の見直しについて。コロナ禍に限らず、これからの地方では働き手の確保が難しくなるので、さらなる生産
性の向上が求められている。（保坂委員）

＜コロナ禍による地域経済への影響＞
○三沢市の宿泊業と飲食サービス業の比率が高いということを初めて知った。そうすると、今回の新型コロナウイルスによる影響も、三沢市が一番ダメー
ジも大きいということにもなろうかと思われる。（附田委員）
○コロナの影響を受けて雇用調整助成金を活用した会社が全部で69社あり、このうち多いのが飲食サービス業であるが、宿泊業の方は4件程度。割
合の大きさの割には、三沢市の場合さほど影響は受けていなかったと思っている。（田村修委員）
○宿泊のところが雇用調整助成金の使用が思ったほど少ないとあった。多分それは工事関係者の動きがそこまでインパクトを与えていなかった可能性が
あるのではないかと思っている。観光といった面ではもしかすると宿泊業はダメージを受けているのかもしれないが、原燃関係の工事は止めることができ
ないので、ビジネス、特に工事関係者というところの宿泊が、そこまで大きなダメージを与えなかったのだと感じている。（保坂委員）
○三沢市に限らず青森県全体でインバウンドなどの観光客が入ってくることで商売をしている方がいて、かなりの経済規模である。あと1年はコロナの影
響は続くのかなと思っている。（中村委員）
○新型コロナウイルス感染症は元の生活までもう１年くらいかかるのではないか。（稲川委員）
○感染症の影響により、仕事が激減して悩んでいる方々がたくさんいる。職を失った人を企業間で支援できるシステムを作れないか。（稲川委員）

＜新しい生活様式への対応＞
○新しい生活様式に対応するための事業者の課題がある。新たな事業計画の策定、経営計画の見直しなど。（笹委員）
○建設業の分野にもAmazon等が入ってきているなど、グローバルの波にどんどん押されている状況。過去のデータの話ではなく、今後の事業形態の変
更（企業や業態としての在り方の変容）を行政の主導をもってやっていかなければならない。（附田委員）
○新型コロナウイルスの影響もあって、人と人との直接的なコミュニケーションが通常時に比べ、少なくなってしまった。地方は特に、コミュニケーション不足
が人口減少の一つの大きな要因であろう。（月舘委員）
○人と実際に会って情報交換する場が減ってしまい、人と人との繋がりが希薄になってしまった。（稲川委員）

③コロナ禍対
策・新しい生
活様式への
対応関連

各委員からの発言をもとに地域の現状・課題を整理 (4/5）
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＜まちづくり関連＞
○まちづくりに関して。大町銀座商店街は、シャッター街であるのが現状。（新井山委員）
○空き店舗補助金について。空家の取り壊しはあるが、空き店舗の取り壊しがない。一方通行は昔ながらの商店街で、未だに解体されていない店舗
が多い。（野村委員）
○Wi-Fi環境がある貸ブースや貸事務所等、仕事ができる環境を求めている人が非常に多い。（野村委員）
○事業承継。国でも重要な課題として取り組んでおり、県の方でも支援に力を入れていこうとしている。うまくバトンタッチするには５年１０年という⾧い
期間が必要だと言われているが、なかなか進んでいないというのが現状。（新井山委員）

＜その他＞
○各市町村でいろいろな事業をやっていても、それが周知されるのがなかなか難しい。（野村委員）
○収束の見込みが立たない新型コロナウイルスの感染拡大は、まさに中小企業振興という面から逆行した状況。これまで実施してきた中小企業振興
会議で提言された施策がどの程度の効果があるのか検証するべき。検証した結果を捉えて、また新型コロナウイルスの影響も含めて考えて、どういった
ものがより効果があるのかということの早期検証が必要。（月舘委員）

④その他

各委員からの発言をもとに地域の現状・課題を整理 (5/5）
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